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１．学校の教育目標 

日本写真芸術専門学校は、高度に進歩する産業社会において生活と文化に携わる有能な

フォトグラファーを養成することを目的とし、その職能上必要とされる技能を履修させ、教

養を積み、同時に人間形成に努め、社会人としての自覚と責任をもつ人材の育成を使命とす

る。      

 

 

２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画    

1)  写真業界と学生のニーズを反映したバランスのとれた学習内容のカリキュラム編

成を進める。        

    2)  学生の社会貢献意識を高め、社会にとって役立つ人材となるための学びの機会を

提供する。         

 

 

3．点検項目の評価結果       

  自己点検・評価結果(4…適切 3…ほぼ適切 2…やや不適切 1…不適切)を基に学校

関係者評価委員会で点検・評価を行った。 

 

 

（1） 教育理念に関すること   

 

 

 

本校の教育理念は『「超実践教育サービス」の提供を通して自立的で個性豊かなフォトグ

ラファーを育成し、社会に新しい価値を創造し、共に成長する』(Real Education=実践に即

した教育)としている。「生活と文化に携わる有能なフォトグラファーを育成する」ことを目

的とし、昭和 41 年 4 月 1 日に創立して以来、56 年間、その精神を受け継ぎながら専修学校

制度の範疇で教育事業を継続している。本校の特色は「基礎から丁寧な指導」「授業時間の

約 7 割が実技実習科目」「写真業界関連職種に適した豊富な選択授業」であり、約半年間で

アジアを一周する３年制写真科フォトフィールドワーク専攻をはじめとして、就学時より

1-1)

1-2)

1-3)  　　４　　３　　２　　１

1-4)  　　４　　３　　２　　１

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 教育理念・教育目標は示されているか  　　４　　３　　２　　１

 学校の特色は示されているか  　　４　　３　　２　　１

 学校の将来構想は示されているか

 学校の理念・目的・特色などが学生・保護者に周知されているか

1-5)
 各科の教育目標、人材育成像は学科等に対応する業界のニーズに向け

４　　３　　２　　１
 て方向づけられているか
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一貫して学生が実技体験を通して学ぶことを重視したカリキュラム編成となっている。ま

た、学生自身が求める内容を深く学び、各自長所となる個性を伸ばすという目的で、写真技

能をはじめ、企画やプレゼンテーションなど多くの専門的な実習選択科目を学ぶことがで

きる。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

※「教育理念に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

 

 

 (2) 学校運営に関すること 

 

 

  

運営組織・意思決定機関である理事会、評議員会を定期的に開催している。運営方針に沿

って策定された事業計画を理事会、評議員会の場で承認し、実行している。 

人事考課制度については、目標管理制度を導入している。年度初めに職員 1 人ひとりが

目標を設定し達成度・結果を踏まえて人事考課を行っている。この人事考課に基づき昇給お

よび賞与を決定している。 

職員採用、試用期間、懲戒処分、解雇基準、昇格降格制度については就業規則で定めてい

る。等級別俸給・各種手当は、給与規程で定めている。 

意思決定システムについては、各部署の責任者が、その責任範囲に該当する案件について

は意思決定権限を持つ。自らの責任範囲を超える案件は上申して上司の判断を仰ぐ。特定の

案件の意思決定については稟議制を採用している。  

教育活動に関する情報公開については、オフィシャルサイトや印刷物などで行っている。

  

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

※「学校運営に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

 

2-1)

2-2)

2-3)

2-4)

2-5)

2-6)

2-7)

2-8)

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 運営方針は定められているか  　　４　　３　　２　　１

 運営方針に沿った事業計画が策定されているか  　　４　　３　　２　　１

 運営組織や意思決定機能は効率的なものになっているか  　　４　　３　　２　　１

 人事や給与での処遇に関する制度は整備されているか  　　４　　３　　２　　１

 意思決定システムは確立されているか  　　４　　３　　２　　１

 業界や地域社会に対するコンプライアンス体制が整備されているか  　　４　　３　　２　　１

 教育活動に関する情報公開が適切になされているか  　　４　　３　　２　　１

 情報システム等による業務の効率化が図られているか  　　４　　３　　２　　１
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 (３) 教育活動に関すること 

 

 

 

業界の人材ニーズに対応できるよう様々な関連分野の企業・業界団体と連携し、意見をカ

リキュラムに反映させている。また、講師と連携を保ちながら定期的にカリキュラムの見直

しを行い、より実践的な職業教育に努めている。      

成績評価・単位認定に関しては定められた基準に従っており、その基準は「学校要覧」 に

示されている。授業の評価に関しては、学生による授業アンケートを年 2 回(前期末・後期

末)実施しており、 講師にフィードバックしアンケート結果を授業に反映・活用している。   

関連分野の先端的な知識・技能取得や指導力の向上のため、カメラメーカーやカメラ用品メ

ーカーを招き、定期的に教職員への研修を実施している。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

■フォトコンテストで画像生成 AI を使用した写真がグランプリを受賞。AI 作品と実際に撮

影した作品を見分けることが難しいので、作品評価や成績評価などのもとになる課題等に

おいて提出作品をどのように定義すべきか、という新たな問題が生まれてきている。（事務

局・長坂） 

→条件に対して適正な答えが導かれているかどうか講師側がしっかり判断できることが大

3-1)  教育理念等に沿った教育課程も編成・実施方針等が策定されているか

3-2)  カリキュラムは業界の人材ニーズに対応しているか　　　　　　

3-3)  学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか　　　　　　

3-5)

3-7)

3-8)  職業教育に対する外部関係者からの評価を取り入れているか 

3-9)  授業評価は実施されているか

3-10) 資格取得等に関する指導体制やカリキュラムはできているか

3-11) 人材育成目標の達成に向けて授業を行う講師を確保しているか 

む)を確保するなどマネージメントが行われているか　　　　　　　

の指導力育成や向上のための取組が行われているか　　　　　　

3-14) 職員の能力開発のための研修等が行われているか　　　　　　　

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

3-4)
 キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法
の工夫・開発などが実施されているか

４　　３　　２　　１

 定期的にカリキュラムの見直しはなされているか  　　４　　３　　２　　１

3-6)  関連分野における実践的な職業教育が体系的に位置づけられているか  　　４　　３　　２　　１

 成績評価の基準は明確になっているか ４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

 　　４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

3-12)
関連分野における業界等との連携において優れた教員(本務・兼務を含

４　　３　　２　　１

3-13)
関連分野における先端的な知識・技能等を取得するための研修や教員

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１
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切。（事務局・野口） 

→プロセスを考えることが重要で、講師側もプロセスを確認することが必要。（川村委員長） 

■講師間での議論はあるのか？（中澤委員） 

→AI の話は出ているが、詳しい内容は今後話していく。（事務局・古市） 

→講師の中でも、職業的な観点から AI を仕事に必要なものとしてとらえている人もいれば、

アーティストとして作品制作に有効活用するべきだと考えている人もいる。本校はその両

方のニーズに応えることが必要だと感じている。写真を学んだ後の進路が多様となってい

るため、何を基礎とするのか、ということが問題だと思う。（事務局・長坂） 

■AI によって、カメラマンとしての職業がどれくらい維持されるかどの業界がプロフェッ

ショナルのカメラマンを必要とするのかの見極めが必要。今後の写真業界では、より一層 

スチール・動画・デザインなど、マルチタスクに対応できる多彩な人材が求められるため、

そういう人材育成を強化していく。（事務局・長坂） 

→以前より、カメラマンとしてのステイタスが減った。業界全体が冷え込みすぎている。（中

澤委員） 

→写真業界を目指す学生たちの認識を広げないといけないと感じる。例えば、コマーシャル

フォトを学ぶ学生に対して、従来重視してきたような技術を身につければ良いのではなく、

自分の写真をどのように世に出していくか、ムーブメントを起こしていくかなど、 写真と

関わって生きていくノウハウなども履修内容に取りいれていくことも必要だと感じている。

（事務局・長坂） 

→成功像が教える側で狭いということが教育上障害になっている。（事務局・野口） 

→教える側がわかっていても中間の感性に引っ張られている。（川村委員） 

→コミュニケーションや論議で新しい合意形成をやっていくことが重要。（事務局・野口） 

→学生のうちに基礎力を学んだ方が良い。伝える力・読解力・説明力があってよりいい写真

に見える。学生である期間でＡＩの技術は進化し学んだことが通用しなくなるため、今しか

できないことを教えてもいいのではないか。（大貫委員） 

→従来のプラットフォームでなく、カリキュラムに対してスタッフや講師が柔軟に考える

ことが重要。（事務局・長坂） 

→ＡＩは物語性や意味付け、プロセスの説明ができない。人が撮影した作品は作家としての

存在感がある。（川村委員） 

 

 

 (４) 教育成果に関すること 
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就職指導にあたっては、クラス担任とキャリアセンターが連携して学生個々の希望や適

性を把握し、学生に合った企業の斡旋を行うことで就職率の向上に努めている。また、教務

課より「写真技能検定３級」の受験を奨励し、毎年合格者を輩出している。 

欠席者に対しては、クラス担任により早期に連絡し個別指導を行うことで、退学率の低減

を図っている。 

卒業生の活躍及び評価は、卒業生本人、校友会、出版社、企業等との連携を保つことで情

報の収集に努めている。また、入学案内書などの印刷物やオフィシャルサイト、オウンドメ

ディア、学内の掲示板等において卒業生の受賞や個展、グループ展などの案内を定期的に行

っている。         

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

※「教育成果に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

 

 

(５) 学生支援に関すること 

 

 

 

4-1)  就職率を向上させるための施策は図られているか　　　　　　　

4-2)  資格取得を向上させるための施策は図られているか　　　　　　　　　　　　　　　　　

4-3)  退学者を減らすための施策は図られているか　　　　　　　　　　

4-4)  卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか　　

 されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

4-5)
 卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用

 ４　　３　　２　　１

5-1)  就職に関する支援体制は整っているか　　　　　　　　　　　　　　　

5-2)

5-3)  学生への奨学金等の経済的支援はどうか　　　　　　　　　　　　

5-4)  学生の健康管理はどうか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5-5)

5-6)  学生寮等の支援体制は整備されているか　　　　　　　　　　　　

5-7)

5-８)  卒業生への支援体制はあるか　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5-9)  社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか　　

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

４　　３　　２　　１

 学生相談などの支援体制はどうか ４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

 課外活動に関する支援体制は整備されているか　　　　　　　　 ４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

 保護者と適切に連携しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

４　　３　　２　　１

5-10)
 高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が

　　 ４　　３　　２　　１
 行われているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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企業や求人に関する情報を検索、閲覧できるキャリアセンター公式の WEB サイトを提供

し、 在学生及び卒業生の就職活動を支援している。フリーランスを希望する学生に対して

は税務関連知識の講習を行うなど、幅広いサポートを実施している。 

学生相談については、クラス担任が定期的にカウンセリングを行い、保護者とも連絡を密

にして問題解決に当たっている。留学生については、留学生担当者を配し、修学・生活支援

を行っている。 

経済的な支援体制としては、本校独自の特待生制度をはじめ、その他、公的な制度も適宜

紹介・斡旋している。寄附等を財源とする基金を創設し、新型コロナウイルスの影響や天災

等による家計急変学生へ貸与している。 

学生健康管理について、学校保健安全法に基づく定期健康診断を毎年 4 月に実施してい

る。また、健康相談が可能な校医も配置している。 

高等学校等と連携したキャリア教育・職業教育の取り組みとして、出張体験講座や業界説

明会などを実施している。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

■就職活動の時期を早められないか。（大貫委員） 

→どれくらいのタイミングが理想か？（事務局・長坂） 

→現時点で 6 割決まっている。現在、会社説明会の参加はあるがエントリーがない状況。

（大貫委員） 

→他の企業も時期的に早まっている。本校の学生の熱がなかなか入らないのが現状。そのた

め、早めに就職活動に熱が入るような仕掛け作りをキャリアセンター長と考えている。（事

務局・長坂） 

■写真業界は人材を求めている？また、それはどの分野の写真業界が多いか？（川村委員） 

→全体では分からないが営業写真スタジオは求めている。また、婚礼関係の人材も戻ってき

ている。（大貫委員） 

→広告代理店などの業績も落ち込みがちであるため就職先として希望する学生が以前より

減ってきている。逆に地元に戻って働きたい、人と関わりたい、というようなニーズも増え

てきていて、出張カメラマンなどを目指す人も増えている。（事務局・長坂） 

→母親がインスタグラムで集客し、自身のマンションで撮影・レタッチなどを行っている。

需要も多い。（大貫委員） 

→特別な施設がなくても始まられる。集客もインスタグラムでできる。そのエージェントも

生まれている。地方に戻っても続けられる写真で需要も多い。（事務局・長坂） 

■写真業界の需要はある？（中澤委員） 

→あります。就職を考えていない学生を除くと写真 97％の就職率。留学生は就職を望んで

いない学生が多い。（事務局・長坂） 

■留学生はなぜ就職を望んでいないのか？（大貫委員） 
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→以前は日本に残りたい学生が多かったが、最近は日本で学んで、母国で就職したりスタジ

オ・ギャラリーを作る学生が多い。（事務局・長坂） 

→中国からの留学生が日本の学校で写真を学べる意味付けを持っているということですね。

（川村委員） 

→日本の写真は質が高く、美意識も高いという認識がある。日本の美術大学に行くことがス

テイタスになっている。日本の写真作家に憧れている学生も多い。（事務局・長坂） 

 

 

(６) 施設設備に関すること 

 

 

 

施設・設備として、PC ルームや撮影スタジオ、暗室等実習設備を整えている。 

防災対策については、施設の法定消防設備点検、建築設備点検を行っている。災害時の帰

宅困難者への支援対策として保存食糧、保存飲料水等の災害備蓄品を常備するとともに、学

生・教職員への安全対策の徹底を図っている。また、渋谷区帰宅困難者会議にも毎回出席し 

情報の収集や共有に努めている。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

※「施設設備に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

 

 

 (７) 学生募集と受け入れに関すること 

 

 

 

本校の学生募集活動は、オフィシャルサイトや各種 SNS からの情報発信に加え、各種進

学情報誌への掲載、高校内や各都市で実施される会場説明会等に参加し行っている。志願者

6-1)  　　４　　３　　２　　１

 体制を整備しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6-3)  　　４　　３　　２　　１

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 施設・設備はカリキュラムに対応出来ているか

6-2)
 学内外の実習設備、インターンシップ、海外研修等について十分な教育

 ４　　３　　２　　１

 防災体制は整っているか

7-1)

7-2)

7-3)

7-4)

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 学生募集活動は適正か  　　４　　３　　２　　１

 学生募集に教育成果は反映されているか  　　４　　３　　２　　１

 入学選考の時期・基準・方法は適正か  　　４　　３　　２　　１

 納付金は妥当なものとなっているか  　　４　　３　　２　　１
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を対象にオープンキャンパスを実施し、希望する学科と学習内容とのマッチングができる

よう個別相談なども行っている。 

入学選考・時期・基準・方法は、加盟する東京都専修学校各種学校協会での取り決め及び

監督官庁である渋谷区の指導に基づき、適正に行っている。高等学校推薦型選抜・一般選抜

に加え、総合型選抜・自己推薦型選抜・学校推薦型選抜など多くの選考方法を採用し適正に

実施している。 

納付金額については、本校が提供する教育内容、施設から算出して、毎年同分野他校との

比較検討を行い適正な金額であると認識している。また、支払い時期は募集要項に明記して

いる。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑 

■学生募集に関しては今年度も厳しい状況。依然として日本で一番大きな写真の教育機関

と言える状況だが、18 歳人口の減少と新型コロナウイルス感染症拡大の影響による留学生

の減少が原因で入学者がここ数年は減少している。（事務局・長坂） 

 

 

 (８) 財務に関すること 

 

 
 

引き続き経費全体の見直しを行い財務基盤の強化に努めている。一定数の入学者の確保

と退学者を減らすことにより、より高水準の財政基盤の確保を目指している。 

資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表・財産目録等の主要な財務諸表を参考

とし、次年度以降の収支計画予算を編成している。年度予算は、本校の目的・目標及び事業

計画に鑑みて、有効かつ妥当なものである。 

本校では、監査法人による会計調査を受けており、私立学校法および寄附行為に基づき選

任された 2 名の監事が財務会計監査を実施している。 

財務諸表等は事業報告書と共に理事会に提出し、承認を得ている。財務情報の公開をオフ

ィシャルサイトにて行っている。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑  

※「財務に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

8-1)

8-2)

8-3)

8-４)  財務情報公開の体制整備はできているか　

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 中長期的に財務基盤はどうか  　　４　　３　　２　　１

 予算・収支計画は有効かつ妥当か  　　４　　３　　２　　１

 会計監査は適正に行われているか  　　４　　３　　２　　１

 　　４　　３　　２　　１
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(９) 法令順守に関すること 

 

 

 

本校は、関連法規についての国や地方自治体からの通達にも速やかに対応し事務処理を行

っている。個人情報の保護については、入学時に配布する「学校要覧」に個人情報の取り扱

いについて記載し、「個人情報確認同意書」の提出を義務付けていると共に、職員に対して

は個人情報の取り扱いに関して細心の注意を払うよう指導している。 

 自己評価は、毎年度実施しており、その結果をオフィシャルサイトにて公表し、職能教育

機関として改善・改革を推進すべく努力している。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑  

※「法令順守に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

 

 

 (１０) 社会貢献に関すること 

 

 

 

社会貢献を通して地域から信頼される学校を目指し、近隣の諸団体が実施する各種祭事・

地域行事に積極的に参加している。また、日本写真家協会、日本広告写真家協会、全日本福

祉写真協会等との関わりの中でも貢献を果たしている。 

学生のボランティア活動は、社会性や協調性を養うための重要な活動と位置づけ、様々な

支援を行っている。これまでの実績として、渋谷音楽祭における記録写真撮影や東日本大震

災における取材活動をまとめた東日本大震災復興支援写真展を開催している。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑  

■活動を休止していたサークル「Future Lights Project」の活動を今年度より再開する。（事

9-1)

9-2)

9-3)

9-4)

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか  　　４　　３　　２　　１

 個人情報に関して、その保護のための対策がとられているか  　　４　　３　　２　　１

 自己評価の実施と問題点について改善に努めているか  　　４　　３　　２　　１

 自己評価結果を公表しているか  　　４　　３　　２　　１

10-1)

10-2)

10-3)

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 教育資源や設備を活用しての社会貢献はなされているか  　　４　　３　　２　　１

 学生のボランティア活動に対する支援はどうか  　　４　　３　　２　　１

 地域に対する公開講座・教育訓練の受託等を積極的に実施しているか  　　４　　３　　２　　１
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務局・古市） 

→東日本大震災の復興支援を軸に活動していたサークルだが、震災から 10 年を節目に休止

していた。以前は、写真による社会貢献をテーマとしていたが、今後はクリエイティブによ

る SDGs の達成のための取り組みをテーマに、自治体や企業などと連携し姉妹校「専門学

校日本デザイナー学院」と合同で活動していく予定。学生たちが主体的に動く活動の場を授

業以外に設けたいと考えている。（事務局・長坂） 

 

 

（１１） 国際交流に関すること 

 

 

 

留学生の受け入れについては、日本語学校の成績・出席状況を確認すると共に本校独自の

日本試験を実施しており、日本語能力を身につけている留学生のみ入学を許可している。本

国からの直接受け入れも行っているが、日本語能力試験 N2 を取得しており、日本在住の留

学生と同様に本校独自の日本語試験に合格した留学生のみ受け入れている。在籍管理につ

いては、適宜入国管理局への報告を行っている。関連する研修会への担当者の参加も積極的

に行っている。 

留学生の日本国内での就職支援を行っており、多くの留学生が日本で就労している。 

 

◎学校関係者評価委員会コメント・質疑  

※「国際交流に関すること」については評価者からのご意見はありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

11-1)  留学生の受け入れ・派遣について戦略を持って行っているか 

 れているか                                                               

 るか                                                                       

11-4)  学習成果が国内外で評価される取組を行っているか            　　４　　３　　２　　１

評 価 項 目
適切…４  ほぼ適切…３

やや不適切…２  不適切…１

 　　４　　３　　２　　１

11-2)
 留学生の受け入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとら

 ４　　３　　２　　１

11-3)
 留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されてい

 ４　　３　　２　　１
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4.学校評価の具体的な目標や計画の総合的な評価結果 

 

（1） 教育評価 

  教育評価は概ね適切という判断であるが、いくつかの点において課題や改善の余地が

ある。超実践教育という教育理念に関しては概ね実現されてきたが、今後については、

社会情勢が大きく変化している現在の状況を踏まえた対応が必須である。 

学生対応については、個別相談の更なる充実、保護者や卒業生との連携など、これまで

以上に改善できる部分がある。留学生については、まずは入学検討者への対応にこれま

で以上に配慮しつつ、在学生についてはビジネス日本語の授業等を設定し授業内容の

把握や就業支援につなげることが期待される。また、来日に向けた支援も可能な範囲で

実施する必要があると考える。また、コロナ禍の影響で経済的なダメージを受けた学生

への支援やメンタルケアについても実施を進めていく必要があると考える。 

 

（2） 財務評価 

  令和 4 年度の入学者数は前年度よりも減少したが、適正な予算・収支計画に基づき、安

定的な学校運営が行われていると判断している。 

 

（3） 一般的評価 

日本写真芸術専門学校は、 写真教育の専門学校として創立 57 年目を迎え、創立以来

多くの卒業生を産業界と生活文化に携わる有能なフォトグラファー及び写真業界関連

職種で活躍する人材として輩出している。あわせて人間形成に努め、社会人としての

自覚と責任を持たせるための教育を行い、業界のニーズに対応すべく毎年カリキュラ

ムの改良に努めている。 

国際化を進める教育及び地域の企業等と協力した地域貢献や東日本大震災に於ける復 

復興支援活動等も高く評価されている。 

また、教育環境の整備、設備の充実をはかることができた。これにより、これまで以

上に実践的な授業を受けられることで学生の学習意欲がより高まり、さらには入学希

望者・保護者からも好評を得ている。こういった学校の教育資源や施設を活用し、高

等学校での特別授業や先生方を対象とした実技講習会なども行っている。 
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5.学校関係者評価委員の評価結果について 

 

 

 

 

上記報告書は、学校関係者評価委員として、 

妥当な評価であることを確認し、認めます。 

 

令和 5 年 6 月 21 日 

 

 

 

 

【学校関係者評価委員会】 

委   員(教育関係者代表) 

川村 順一(文京学院大学 経営学部 客員教授） 

 

委   員(業界関係者代表) 

大貫 久美子(株式会社らかんスタジオ 取締役) 

 

委   員(地域代表) 

伊藤 直子(東急株式会社 渋谷開発事業部 開発計画グループ) 

 

委   員(卒業生代表) 

中澤 久和(校友会 会長) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


